
液状化対策施設の維持管理と
個人での液状化対策について

熊本市液状化対策技術検討委員会委員

村上 哲（福岡大学 教授）

講演２



講演内容
• 全国の市街地液状化対策実施地区の現在の状況

• 2011年東北地方太平洋沖地震による液状化被害地域
のような先行地域の状況

• 地下水位低下中の注意事項と地下水位低下施設
の耐用年数

• 個人での液状化対策の方法について
• 新築の戸建て住宅の液状化対策

• 既存の戸建て住宅の液状化対策

• おすすめの液状化対策方法は？

• 専門家に相談したいときは？



全国の液状化対策事業実施済み地域の状況



鹿嶋市(3地区)

神栖市(3地区)

潮来市(1地区)

久喜市(7地区)

千葉市(2地区)

浦安市(1地区)

香取市(-)
側方流動対策工法

地下水位低下工法 格子状地中壁工法

札幌市

地下水位低下工法
その他の工法の併用

2011年東北地方太平洋沖地震による液状化被害

2018年北海道胆振東部
地震による液状化被害

熊本市、甲佐町
地下水位低下工法
2016年熊本地震による液状化被害

側方流動対策工法

熊本市

市街地液状化対策事業の実施地域



都市 A B C D E F

②

実施地区数 ２地区 ３地区 ７地区 １地区 ３地区 ４地区

工法 地下水位低下工法 地下水位低下工法 地下水位低下工法 地下水位低下工法 地下水位低下工法
地盤改良工法

地下水位せき上げ対策
地下水位低下工法

③
事業施設の運用開始後、
施設に不具合は生じた

か。
発生していない 発生していない

・投げ込み式水位計の
測定誤差（原因：経
年）

・フロート式水位計
の故障（原因：経年）

・低下を開始し４か月
後に、全７箇所あるマ
ンホールポンプのうち
１箇所にて、炭酸カル
シウムがポンプの動力
部に付着して固形化し
た影響で、運転出来な
い状況が生じた。

・炭酸カルシウムによ
りポンプが緊急停止と
なったのは、この時だ
けでである。

・現状、大きな不具合は生じていない。

・暗渠管の清掃等に係る時期や手法につ
いて検討中。

・水位低下完了後、暗渠管内のカメラ調
査を実施したところ、一部開削工区内に
おいて管の変形が確認された。（変形時
期は不明）

・原因については、厳冬期（２月）の施
工且つ水位低下前の高い地下水位の影響
により発生したやむを得ないものであり、
補修工事を発注する予定。

④

不具合や故障を修繕し
た際の修繕方法や費用、
発注方法について教え

てください。

発生していない 発生していない

・投げ込み式水位
計：調整、随意契約
（見積中）

・フロート式水位
計：交換、随意契約
（見積中）

・マンホールポンプが
故障した際は、随意契
約で発注。費用は約６
０万円。

・不具合等が生じた際には、施工業者へ
の依頼を想定

・掘削し変形した暗渠管のみを入れ替え
る予定。

⑦

事業完了後、地盤に対
する不具合は発生しま
したか。（沈下、井戸

枯渇等）

なし なし

・事業期間において最
大で4.4cmの沈下が確
認されたがほぼ予測ど
おりであり事業区域外
でも同程度の沈下が確
認されている。

なし
・事業完了後における地盤沈下等は、微
動にあるものの大きな変化は無く、不具
合は生じていない。

・地下水位低下及び暗渠管敷設工事の影
響により、一部で地盤沈下が発生してお
り、損傷の申し出があった家屋を対象に
事業損失防止調査（事後調査）を実施し、
地盤沈下の影響で生じた家屋等の損傷が
確認された場合には、補償対応している。

・本市の地下水位低下完了地区内に井戸
が存在していないこともあり井戸の枯渇
等は発生していない。

⑧

事業完了後、市民との
間にトラブルや市民か
らの液状化に関する相
談等はありましたか。
あった場合は、相談件
数と内容をご教示くだ

さい。

なし なし

・対策工事に係る補償
交渉における補償内容
の相談等はあるが、そ
れ以外で大きなトラブ
ルや相談等はない

・トラブル等はありま
せん。液状化に関する
問い合わせ（対策工事、
地下水位、沈下量等）
は年に数件程度ありま
した。

・相談件数：５件
・相談内容：地盤沈下や対策事業の効果
に係る内容等

※その他、電話により再液状化の可能性
等に係る相談あり

なし

地下水位低下工法他地域の状況
2023年10月アンケート調査結果（熊本市）による



市街地液状化対策としての地下水位低下工法は

比較的新しい試みです。
• 地下水位低下中の注意点

• 設備の維持管理は必要。ポンプ、マンホールの清掃など、
定期的なメンテナンスが必須。

• 周辺地下水位の変化、区域内外の地盤沈下、不等沈下に
注意しましょう。
• 現状では問題は生じていない。
• 引き続き、行政だけでなく住民も含め、異常な変化が見られ
たら、迅速に対応できると良い。

• 大雨や洪水により浸水すると一時的に地下水位は上昇し
ます。
• 極めて短い期間ですが、その間は液状化に対する安全性は低
下します。

• 排水施設の設置により、地下水位の低下（回復）速度は速く
なっています。

• 敷地内で大量に散水したり、池など土地の中で水を貯め
る場合は地中に水が浸み込まないように止水しましょう。



地下水位低下工法の設備耐用年数

• 一般に、下水道の耐用年数が30年から50年と言わ
れており、同様な地下構造物であるので、地下水
位低下工法の設備も同程度と考えられている。
• ただし、設備の維持管理は必要。ポンプ、マンホール
の清掃など、定期的なメンテナンスが必須。

• 耐用年数を超えると、地下水位は元の位置に戻っ
ていきます。
• おおよそ2050年までに個別に液状化対策を済ませてお
くと安心。

• 地盤が建物を支える力（地盤支持力）も減少します。
• 建物を建てる場合は、元に戻る地下水位を考えた地盤支持力
で設計する方が安心です。



熊本市地域防災計画（令和3年度（2020年度）版）より

東北地方太平洋沖地震では、本震の震央から最も遠い液状化地点は, 神奈川県平塚市で震央距離約440kmだった。



液状化層

非液状化層、支持層

戸建て住宅の液状化対策方法



戸建て住宅の液状化被害

めり込み沈下

不同沈下・段差 側方流動による変位・沈下

旧河道部で大きく沈下
敷地内で地盤が大きく違う

一戸建て住宅での対策は困難



戸建て住宅に対する対策の考え方

（1）対策対象範囲の種類
①個々の住宅で対策を施す。

②市街地全体で対策を施す。

（2）対策の基本方針の種類
①全層の液状化の発生を防ぐ。

②下層が液状化しても、表層を改良するか地下水位を

下げて、非液状化層厚を増してめり込み沈下量を軽減する。

③液状化の発生は許して杭基礎などの構造的な対策を施す。

（3）留意すべき戸建て住宅での制約条件
①敷地が狭いので大型の機械が用いられない。

②住宅地なので低振動・低騒音の工法しか使えない。

③費用を多くかけられない。

「安田進：液状化による市街地の戸建て住宅などの液状化被害と予防」より



液状化層

非液状化層、支持層

新築戸建て住宅の液状化対策方法は？



液状化層

非液状化層、支持層

液状化層

非液状化層、支持層

①地盤の盤状締固め

②地盤の盤状固化

締固め

固化

対策：改良部分の剛性により家のめり込み沈下を軽減する。
（表層（建物直下）の液状化を防止し、被害を軽減する方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・静的締固め工法
・圧入締固め工法
・締固め用の既製杭

留意事項：盤状に改良する必要がある。

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・セメント混合処理（表層改良）

留意事項：盤状に改良する必要がある。



対策：支持層の支持力で建物を支持する。
（液状化しても建物に影響が無いようにする方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・鋼管杭
・木杭

留意事項：地震時の液状化により地盤
は沈下するので杭の抜け上がりに注意

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・セメント混合処理（表層改良）

留意事項：支持層まで到達しないと対
策効果はない。

液状化層

支持層

③既成杭による支持

液状化層

支持層

④地盤の柱状改良による支持



対策：過剰間隙水圧上昇を抑え液状化発生を防ぐ。
（表層（建物直下）の液状化を防止し、被害を軽減する方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・グラベルドレーン
・人工材料ドレーン

留意事項：過剰間隙水圧比が0.4程度以
下におさまるように、打設深さ・打設
ピッチを適切に設計する必要がある。

液状化層

非液状化層、支持層

⑤過剰間隙水圧消散

液状化層

非液状化層、支持層

⑤過剰間隙水圧消散+①盤状締固めの併用
戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・砕石圧入締固め工法

留意事項：過剰間隙水圧比が0.4程度以
下におさまるように、打設深さ・打設
ピッチを適切に設計する必要がある。



対策：矢板などの壁を周囲の基礎に結合して締め切ることに
よって，壁内部が液状化してもその部分が外に流動しないよ
うにして，めり込み沈下を軽減する。
（液状化しても地盤の側方流動が生じないようにする方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・矢板締切り
・ソイルセメント壁

留意事項：壁の深さの設計方法

液状化層

非液状化層、支持層

⑥壁状締切り



対策：基礎下の不飽和の非液状化層を厚くすることにより，
下部が液状化しても剛性が保てるようにして沈下の軽減をは
かる。
（液状化しても建物の沈下に影響が無いようにする方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・盛土工法

留意事項：盛土は良く締め固めて、支
持層になるようにする必要がある。盛
土荷重による地盤沈下の有無の確認が
必要

液状化層

非液状化層、支持層

⑦かさ上げ盛土



液状化層

非液状化層、支持層

既存戸建て住宅の液状化対策方法は？



対策：改良部分の剛性により家のめり込み沈下を軽減する。
（表層（建物直下）の液状化を防止し、被害を軽減する方法

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・圧入締固め工法

留意事項：盤状に改良する必要がある。

①建物直下の盤上締固め

液状化層

非液状化層、支持層

締固め



対策：改良部分の剛性により家のめり込み沈下を軽減する。
（表層（建物直下）の液状化を防止し、被害を軽減する方法

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・薬液浸透固化処理工法

留意事項：盤状に改良する必要がある。
また、沈下修正の割裂注入の場合には
部分的に改良されるだけなので対策に
ならなく、浸透固化が良い

②建物直下の浸透固化

液状化層

非液状化層、支持層

固化



対策：支持層の支持力で建物を支持する。
（液状化しても建物に影響が無いようにする方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・高圧噴射撹拌工法

留意事項：支持層まで到達しないと対
策効果はない。

③地盤の柱状改良による支持

液状化層

非液状化層、支持層



対策：矢板などの壁を周囲の基礎に結合して締め切ることに
よって，壁内部が液状化してもその部分が外に流動しないよ
うにして，めり込み沈下を軽減する。
（液状化しても地盤の側方流動が生じないようにする方法

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・矢板締切り
・ソイルセメント壁
・高圧噴射撹拌

留意事項：壁の深さの設計方法

④壁状締め切り

液状化層

非液状化層、支持層



対策：非液状化層を大きくし、建物のめり込み沈下を軽減する。
（表層（建物直下）の液状化を防止し、被害を軽減する方法）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・井戸による地下水汲みあげ

留意事項：常時地下水位を下げる必要
があるため、地下水くみ上げにより地
下水位を低下させ続ける必要がある。
周囲への影響を防止するため矢板が必
要な場合がある。また、下層に軟弱な
粘土層がある場合には地盤沈下を検討
する必要がある

⑤地下水位低下

液状化層

非液状化層、支持層

非液状化層

井戸



戸建て住宅の液状化対策方法一覧

①地盤の盤状締固め

②地盤の盤状固化

③既成杭による支持

④地盤の柱状改良による支持

⑤過剰間隙水圧消散

※今回紹介したもののみ記載
※既存より新築の方が対策方法のメニューは多く、一般的に工事も容易。
※地下水位低下している間が対策が容易な場合もある。
※既存戸建て住宅での対策工事期間、家を使えない場合もあります。

⑥壁状締切り

⑦かさ上げ盛土

新築戸建て住宅 既存戸建て住宅

⑧地下水位低下

対策方法



液状化層

非液状化層、支持層

おすすめの液状化対策方法は？



おすすめの液状化対策方法は？

• 新築の戸建て住宅か、既存戸建て住宅か、で変
わります。

• 地盤によっても変わります。

• 工事スペースでも変わります。

• どんな液状化対策を目指すのか。
• 液状化させない、液状化しても建物被害が生じない、
液状化しても建物被害を小さくする、液状化被害後
に建物を元に戻すだけ

• 専門家に相談することが良いでしょう。

例えば、
地盤品質判定士



地盤品質判定士とは

➢2013年2月4日に設立された地

盤品質判定士協議会は、土木工

学・建築工学分野や不動産・住

宅関連産業に従事する地盤技術

者を対象に、地盤品質判定士の

資格制度として創設されたもの

です。
➢地盤品質判定士の「位置付け」

は、宅地の造成業者、不動産業

者、住宅メーカー、住宅及び宅

地の取得者（購入者）の間に立

ち、中立の立場として地盤の評

価に関わる調査・試験の立案、

調査結果に基づく適切な評価と

説明および対策工の提案等を行

なう技術者です。

2018年2月27日に国土交通省で

「宅地防災」分野において

唯一の登録資格です



市民向け講演会や無料相談会の開催

市民向け講演会の様子(福岡）

市民向け相談会ポスター

【市民向け講演会、無料相談会】

●第58回地盤工学研究発表会（福岡）

●先進建設・防災・減災技術フェアin熊本2023

無料相談会の様子(熊本）

「今年の講演会/相談会は終了しました」
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地盤相談の流れ（ホームページ）

(地盤品質判定士会 九州支部HP https://hanteishi.org/kyushu/soudan/）



おわりに
• 地下水位低下施設は、耐用年数があります。お
よそ30年（～50年）と考えられています。

• 耐用年数を超えると、以前の地下水位へと戻っ
ていくでしょう。

• 地下水位低下している間に、個別の液状化対策
を実施されると安心です。

• おすすめの個別の液状化対策は、土地によって
変わります。

• 地盤の専門家の意見を踏まえて実施しましょう。



ご清聴ありがとうございました。
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